
3

被援助国政府・機関による
支援の評価に必要な経費

経済協力評価報告書データベース作
成に必要な経費

評価調査に必要な経費及びワークショップ等の開催及び国際社会との連携に必要な経
費に関し、航空賃単価の見直しによる減

2 2

- 0.6

158 156

経済協力評価報告書作成等に必要な経費

1414
ワークショップ等の開催及び

国際社会との連携に必要な経費

3

別紙参照 担当課室 ODA評価室 室長　大貝隆之

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本目標Ⅳ：経済協力
施策Ⅵ－１：経済協力

事業番号 103

経済協力評価調査 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

ODA評価の結果をフィードバックしてＯＤＡの立案・実施
の改善を行う（成果実績：評価結果（提言）への対応
率)。

1
(1)

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

1
(1)

1

26年度要求

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

【評価調査に必要な経費】
外務省によるODA評価は国別や重点課題等の政策レベルを対象として、評価主任（評価・開発の専門家）、アドバイザー（地域・分野の専門家）、コンサルタン
ト(調査業務委託先）で構成された評価チームに業務を委託し第三者評価として実施するもの。
【ワークショップ等の開催及び国際社会との連携に必要な経費】
ODA評価ワークショップはアジア・太洋州諸国政府の評価部局実務者を招聘し、我が国主導でODA評価の理解促進、被援助国の評価能力の向上を図るもの。
【経済協力評価報告書作成等に必要な経費】
個別評価報告書およびODA評価年次報告書を公開するもの。
【経済協力評価報告書データベース作成に必要な経費】
評価結果を関係部局等にフィードバックするもの
【被援助国政府・機関による評価に必要な経費】
被援助国政府・機関による評価はOECD-DAC等で求められている被援助国の評価能力向上を目的として実施するもの。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
別紙参照

関係する計画、通
知等

別紙参照

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

日本のODA政策等を対象に第三者評価を実施し、評価結果を通じて得られた提言・教訓をフィードバックすることにより、ODAの管理・改善、ODA政策立案への
反映、国民に対する説明責任を果たす。また、ODA評価に関するワークショップの開催や被援助国側による日本のODA政策の評価を通じ、ODAの透明性確
保、被援助国側の評価能力の向上等を図る。

執行額 164 131 137

232 184 166 158 156

158 156

補正予算 －

繰越し等 － － －

－ － －

計

31 (42) - (32)

成果指標 単位 22年度 23年度

予算
の状
況

当初予算 232 184 166

執行率（％） 70.7 71.2 82.5

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

算出根拠

評価調査に必要な経費 139 136

4,200

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度

24年度
目標値

（25年度）

対応件数
（提言数）

件 22（34） 22(31)

千件 4,422 3,569

93.7 93.7 98.3

ＯＤＡ主管官庁としての国民に対する説明責任，ＯＤＡの
理解促進を図る（成果実績：ＯＤＡ評価年次報告書(和
文）の配布数実績）。

配布数（製本）

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （外務省）

配布率

部

％

1124（1200）

70.9 73.8対応率

我が国ＯＤＡの説明責任を果たし，ＯＤＡへの理解促進
を図る（成果実績：国民の外務省ＨＰ（ＯＤＡ評価）アクセ
ス数の推移）。 対前年度比 ％ ▲12.1

3,841

▲19.2 12.1

HPｱｸｾｽ

％ 64.7

1124（1200） 1180(1200) 980

1
(1)

1
(1)

1
(1)

1

9
(9)

8
(8)

8
(8)

8

毎年「ＯＤＡ評価年次報告書」（和文及び英文）を作成・
公表。

毎年，我が国在外公館を通じた要望調査に基づき被援
助国１か国(1件）程度を選定して，我が国ＯＤＡにかかる
被援助国側による評価を実施。

活動実績

（当初見込）

活動実績

（当初見込）

活動実績

（当初見込）

件

作成回数

- 40(44) 45

76.7 - 90.9

被援助国の評価能力向上，我が国ＯＤＡに対する理解
促進を図る（成果実績：ＯＤＡ評価ワークショップへの出
席率。但し23年度は実施せず。）。

出席者数(招待者数）

出席率

人

％

23（30）

国別や課題別等，主に政策レベルの第三者評価（年間
８件程度）を実施。

25年度活動見込

実施回数

算出根拠

1
(2)

0
(1)

算出根拠

和文作成経費：825千円（平成24年度実績）
英文作成経費：1,607千円（平成24年度実績）
報告書発送作業委託経費：104千円（平成24年度実績）

平成24年度実績

算出根拠 8件実施：経費124,385千円（平成24年度実績）

1

単位当たり
コスト

ODA年次報告書作成（2,536千円／１件）

ＯＤＡ評価ワークショップ業務（10,092千円／１件）

実施件数
2

(2)

第三者評価業務実施（15,548千円／１件）

毎年，被援助国の評価能力を育成するため，アジア大洋州諸
国の政府職員及び有識者の参加を得て，ODA評価ワーク
ショップを開催。

活動実績

（当初見込）

計

評価の教訓や提言をデータベース化した検索システム
を作成し、省内ＬＡＮに設置。

作成件数
-
-

156
（設置年）

8
(8)

8
活動実績

（当初見込）



地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

評価結果に必要な経費及びワークショップ等の開催及び国際社会との連携に必要な経費に関し、航空賃単価の見直しによる減

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業の効率化による経費削減に努める

類似事業名

平成22年度から一般競争入札（総合評価落札方式）を
導入し、より公正な委託先の選定に加え、競争性を高め
たことによるコスト削減を実現。

重
複
排
除

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

○
明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業となっ
ているか。

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

外部有識者の所見

○

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0269平成24年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

評価に関する説明

○

○

○

ODA評価の目的はODAの管理改善と国民への説明責
任の２点にある。とりわけ説明責任については、ODAの
適正な実施と公表を求める国民のニーズに合致するも
のであると同時に、行政機関としての責務である。

平成22年

JICAはプロジェクトのPDCAのサイクルに沿った事業評
価を実施しており、外務省との間で適切な役割分担を
行っている。

所管府省・部局名

単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

　　○

平成23年567,583,585,596,610 0065,0544,0560,0569,0572

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

事
業
の
効
率
性

事業番号

備考

○

事
業
の
有
効
性

外務省による政策レベルのODA評価は、評価後のフォローアッ
プ実施等、実効性が高く、政策レベルのPDCAサイクルの観点
から不可欠な事業である。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あ
るいは低コストで実施できているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

評　価

縮
減

項　　目

点検結果



事業開始・
終了(予定）年度

昭和５６年 担当課室 ＯＤＡ評価室 室長　大貝　隆之

(別紙）

個別事業名 評価調査に必要な経費 担当部局庁 大臣官房

基本目標Ⅳ：経済協力
施策Ⅵ－１：経済協力

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項

関係する計画、通
知等

ＯＤＡ大綱、ＯＤＡ中期計画

□直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分

26年度要求

予算
の状
況

当初予算

執行額

平
成
2
５
・
2
６
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 25年度当初予算

25年度

実施方法

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度

諸謝金 118 118

職員旅費

14 12

0.1

120 124

－

7 6

有識者旅費

84.9

26年度要求 主な増減理由

63.5 72.3

139

一般会計 政策・施策名

136

補正予算 － － － －

計 139 136

会議費 0.1

200 166 146

146 139

執行率（％）

136

－ －

計

繰越し等 －

127

200 166

作成責任者



個別事業名：

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

評価調査に必要な経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

外務省
１２４百万円

Ａ．民間会社（８者）
１１１百万円

Ｂ．出張者（２４名）
１３百万円

【一般競争（総合評価落札方式）】

ＯＤＡ第三者評価・調査

ＯＤＡ第三者評価に必要

な有識者等の出張旅費



個別事業名：

費　目 費　目 使　途
金　額

(百万円）

D. H.

1

C. G.

出張者Ａ

B.

現地調査費 航空賃、宿泊費、現地コンサルタント費等） 2

2

計 16 計 0

使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

評価調査に必要な経費

人件費 コンサルタント４名分 9

報告書印刷・製本 1

国内調査費 有識者謝金及び交通費 1

消費税 1

報告書作成費

費　目 使　途
金　額

(百万円）

管理費

出張旅費

F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 1 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

0.7 － －

5 出張者Ｅ（外部） 国際緊急援助隊の評価出張業務（ジャカルタ、パダン、ジョグジャカルタ） 0.7 － －

出張者Ｊ（外部）10 カンボジア保健・医療分野支援の評価出張業務（プノンペン、シェムリアップ）

1 1 －

0.9出張者Ｃ（外部）

出張者Ｆ（外部）

出張者Ｇ（内部）

業　務　概　要

出張者Ａ（外部） キューバ国別評価出張業務（ハバナ）

支　出　額 入札者数 落札率

－

株式会社三菱総合研究所

財団法人国際開発高等国際機構

出張者Ｈ（外部）

出張者Ｉ（外部）

支　出　先

7

3

6

2 出張者Ｂ（外部） キューバ国別評価出張業務（ハバナ） 0.9 － －

－

4 出張者Ｄ（外部） パレスチナ自治区に対する支援の評価出張業務（テルアビブ）

（一般競争入札）

評価調査に必要な経費

支　出　先

株式会社三菱総合研究所

みずほ情報総研株式会社

0.6

－

－ －

0.5

0.6 －

0.6 －

－

－

0.6

パレスチナ自治区に対する支援の評価出張業務（テルアビブ）

－

株式会社国際開発センター

業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

1 マラウイ国別評価 16 1 97.8

4 国際緊急援助隊の評価 14 1 95.4

5 ネパール国別評価 13 2 94.4

2 キューバ国別評価 15 2 97

3 三角協力の評価 14 2 99.3

株式会社コーエイ総合研究所

株式会社野村総合研究所

株式会社三菱総合研究所

10

－

－

8 カンボジア保健・医療分野支援の評価 12 2 89.8

9

6 パレスチナ自治区に対する支援の評価 13 1 97.7

7 ジェンダー平等政策制度支援の評価 12 1 98.2

マラウイ国別評価出張業務（リロングウェ、ブランタイヤ、ヨハネスブルグ）

国際緊急援助隊の評価出張業務（ジャカルタ、パダン）

8 マラウイ国別評価出張業務（リロングウェ）

9

三角協力の評価出張業務（ルサカ）

－



個別事業名
ワークショップ等の開催及び

国際社会との連携に必要な経費
担当部局庁 大臣官房

(別紙）

事業開始・
終了(予定）年度

平成１３年度 担当課室 ＯＤＡ評価室 室長　大貝　隆之

会計区分 一般会計 政策・施策名

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度

予算
の状
況

当初予算

基本目標Ⅳ：経済協力
施策Ⅵ－１：経済協力

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項

関係する計画、通
知等

-

作成責任者

－ －

15 14 14

執行額 11 0.7 10

計 17 2 15 14 14

繰越し等 － － － －

執行率（％） 64.7 35.0 66.7

25年度 26年度要求

17 2

3 3

平
成
2
５
・
2
６
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 11 11

職員旅費

計 14 14

補正予算 － －



個別事業名：

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

ワークショップ等の開催及び国際社会との連携に必要な経費

外務省
１０百万円

Ａ．民間会社（１者）
８百万円

Ｂ．出張者（４名）
２百万円

【一般競争（総合評価落札方式）】

ワークショップ・ロジ業務

ワークショップ等に参加するため

の出張旅費



個別事業名：

計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

出張旅費 出張者Ａ 0.8

消費税 0.4

計 8 計 0

会場運営費 会場借料、食事代等 0.9

資料作成費 報告書印刷・製本 1

管理費 0.5

運営費 人件費、航空賃、交通費等 1

接遇費 航空賃、宿泊費等 4

ワークショップ等の開催及び国際社会との連携に必要な経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

－

9 － －

10 －

－ －

8 － －

6 － －

7

－ －

2 出張者Ｂ（外部） 第１１回ＯＤＡ評価ワークショップ出張業務（マニラ） 0.3 － －

－ －

4 出張者Ｄ（外部） 第１１回ＯＤＡ評価ワークショップ出張業務（マニラ） 0.2 － －

5 － －

3 出張者Ｃ（外部） 第１１回ＯＤＡ評価ワークショップ出張業務（マニラ） 0.3

1 出張者Ａ（外部） ＤＡＣ関連評価会合出張業務（ロンドン） 0.8

9

10

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

6

7

8

3

4

5

（一般競争入札）
支　出　先 業　務　概　要 支　出　額

ワークショップ等の開催及び国際社会との連携に必要な経費

入札者数 落札率

1 株式会社レオズ・インターナショナル 第１１回ＯＤＡ評価ワークショップ開催業務一式 8 4 88.9

2



(別紙）

個別事業名 経済協力評価報告書作成等に必要な経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成９年度 担当課室 ＯＤＡ評価室 室長　大貝　隆之

－ － － －

－

計

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

－ －

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本目標Ⅳ：経済協力
施策Ⅵ－１：経済協力

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項

関係する計画、通
知等

「ＯＤＡのあり方に関する検討」最終とりまとめ

－

繰越し等

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 8 3 3 3 3

補正予算

執行率（％） 75.0 100.0 100.0

8 3 3 3 3

執行額 6 3 3

主な増減理由

印刷製本費 3 3
平
成
2
５
・
2
６
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 25年度当初予算 26年度要求

計 3 3



個別事業名：

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

経済協力評価報告書作成等に必要な経費

外務省
３百万円

Ａ．株式会社高山
２百万円

【一般競争入札】

Ｃ．株式会社ラシスコ
０．１百万円

Ｂ．日経印刷株式会社
０．８百万円

【随意契約（見積もり合わせ）】 【随意契約（見積もり合わせ）】



個別事業名： 経済協力評価報告書作成等に必要な経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

翻訳・製本
ＯＤＡ評価年次報告書2011（英文）
製本、翻訳、レイアウト、印刷

2

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

C.

（一般競争入札）
支　出　先 業　務　概　要 支　出　額

経済協力評価報告書作成等に必要な経費

3

2

入札者数 落札率

1 株式会社高山 ＯＤＡ評価年次報告書2011(英文）作成のための翻訳、レイアウト、印刷、製本業務 2 5 98.2

5

4

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

1 日経印刷株式会社 ODA評価年次報告書2012(和文）作成のためのレイアウト、印刷、製本業務 0.8
随意契約

(見積合わせ) －

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

4

3

2

2

1 株式会社ラシスコ ＯＤＡ評価年次報告書(2012(和文））の発送業務 0.1
随意契約

(見積合わせ) －

5

5

4

3



執行額 - 6 -

- - 0.6

補正予算 - - － －

繰越し等 - - － －

計 - 9 - - 0.6

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度 担当課室 ＯＤＡ評価室 室長　大貝　隆之

会計区分 一般会計 政策・施策名
基本目標Ⅳ：経済協力
施策Ⅵ－１：経済協力

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項

関係する計画、通
知等

「ＯＤＡのあり方に関する検討」最終とりまとめ

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

(別紙）

個別事業名 経済協力評価報告書データベース作成に必要な経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

主な増減理由

業務庁費 0 0.6

執行率（％） - 66.7 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

予算
の状
況

当初予算 - 9

26年度要求

平
成
2
５
・
2
６
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 25年度当初予算 26年度要求

計 0 0.6



個別事業名：

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成２６年度想定

経済協力評価報告書データベース作成に必要な経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

外務省

０．６百万円

民間企業

０．６百万円



個別事業名： 経済協力評価報告書データベース作成に必要な経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額

経済協力評価報告書データベース作成に必要な経費

3

2

入札者数 落札率

1 - - - - -

8

5

4

7

6

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

10

9

1

4

3

2

7

6

5

10

9

8



作成責任者大臣官房

□直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他実施方法

関係する計画、通
知等

外務省設置法第４条第１項
根拠法令
（具体的な

条項も記載）

基本目標Ⅳ：経済協力
施策Ⅵ－１：経済協力

政策・施策名一般会計会計区分

室長　大貝　隆之ＯＤＡ評価室担当課室平成１６年度事業開始・
終了(予定）年度

22256当初予算

予算
の状
況

26年度要求25年度24年度23年度

026執行額

平
成
2
５
・
2
６
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

0.040.0100.0執行率（％）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22計

22年度

22謝金

主な増減理由26年度要求25年度当初予算費　目

22256計

－－－－繰越し等

－

担当部局庁被援助国政府・機関による評価に必要な経費個別事業名

(別紙）

－－－補正予算



個別事業名：

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

ベトナムにおける１案件の評価を実施する予定であったが、先方業務委託予定先との調整に時間を要したため、未執行と
なった。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

被援助国政府・機関による評価に必要な経費



個別事業名：

0計0計

金　額
(百万円）

使　途費　目金　額
(百万円）

使　途費　目

H.D.

0計0計

金　額
(百万円）

使　途費　目金　額
(百万円）

使　途費　目

G.C.

0計0計

金　額
(百万円）

使　途費　目金　額
(百万円）

使　途費　目

F.B.

0計0計

金　額
(百万円）

使　途費　目金　額
(百万円）

使　途費　目

E.A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

被援助国政府・機関による評価に必要な経費



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

1

落札率入札者数支　出　額業　務　概　要支　出　先

10

9

-----1

落札率入札者数支　出　額業　務　概　要支　出　先

被援助国政府・機関による評価に必要な経費

7

8

9

10

2

3

4

5

6

7

8

2

3

4

5

6


